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１．今、求められる『地方の創生』

「地方創生に向けたSDGｓの推進について」（P.10）（2019年3月・内閣府地方創生推進事務局）より抜粋
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・上欄経済システムの進化図は、広井良典氏作成
（基本図は同著「人口減少社会のデザイン」

東洋経済新報社（2019．P145））
・下欄人間の進化図は堀田力作成

持続可能な日本社会へ

〇「都市集中型」から「地方分散型」へ
〇 科学の基本コンセプトは、
「情報」から「生命」へ

地域共生社会

人間開花社会

基盤となる社会像

２．地域共生社会の必要性

「人間開花社会」とは、
すべての人間が社会で能力発揮して生きる
ことを最優先する社会で、その基本コンセプト
は厚労省政策統括官付労働政策担当参事官室
「転換期の 社会と働く者の生活－人間開花社会
の実現に向けてー」（平成16年６月）に記述

ホームページ
https://www.mhlw.go.jp/shingi/2004/07/s0720-1.html

科学の基本コンセプト

経済システム
の進化

人間の進化

●経済システムの進化と人間の進化

https://www.mhlw.go.jp/shingi/2004/07/s0720-1.html
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④地域に見合った特色ある
産業（地場産業）の振興

⑤地域文化の伝承・発展

⑥特色ある地域環境保全

●地域共生社会実現への主な取組

①人の確保：人口減少の克服（内外移住
促進による定常人口の実現）

②生活の確保：地域包括ケア体制の整備、
空き地活用による住宅整備

③地方の基幹産業：第１次産業の活性化

【地方共通の事項】 【地域の多様性】

●提唱者：さわやか福祉財団の活動

※新しいふれあい社会 ： 子どもから高齢者まですべての人が、それぞれの尊厳を尊重しながら、
いきがいをもって、ふれあい、助け合い、共生する地域社会

●取組の主体

理 念：「新しいふれあい社会」の創造 1991年創立以来、
住民主体の共助・共生の活動を推進

地域共生社会

持続可能で
活性化され

特色を持った地域

上記①〜⑥のどの取組も民間主導で住民が参加・主体的に実行することが必要

３．地域共生社会の実現に向けて
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出生数：
前年から５万3166人減

（86万5234人）

死亡者数：過去最大
（138万1098人）

2019年
厚生労働省「人口動態統計」より

「地域共生社会の実現」に欠くことのできない6つの要素

④地域に見合った特色ある産業
（地場産業）の振興
⑤地域文化の伝承・発展
⑥特色ある地域環境保全

①人の確保

②生活の確保

③地方の基幹産業の活性化

【全国共通の事項】 【地域の多様性】

しかし、現場の実態は・・・

人 生活 産業

高齢者の「買い物難民
・弱者」が増加

2019年 総務省「買い物難民
・買い物弱者対策調査」より

約848万戸の空き家が
全国に存在

「平成30年度住宅・土地統計調査
結果」（総務省統計局）より

42万３千ha※の
耕作放棄土地面積

（※ 東京ドーム8,982,996個分）

第一次産業の衰退

2020年 農林水産省
「荒廃農地の現状と対策について」

より

継続する人口減少の現実を前に、各自治体はどのような戦略を取るべきか？

３－１．地域共生社会の実現に向けて：背景
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介護保険 ・

地域包括
ケアシステム

地域共生社会

地方創生
ＳＤＧｓ

まち・ひと
・しごと創生
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「地域共生社会の実現」に向けた新たな事業や制度の流れ

国の方針よる新たな事業や制度に対し自治体はすでに全力で取り組んでいる！

2005 2010 2015 2020

2011 地域包括ケアの推進（改正）

2014 まち・ひと・しごと創生法施行

2016 「ニッポン一億総活躍プラン」に
地域共生社会の実現が盛り込まれる

2015 「国連持続可能な開発サミット」にてSDGｓ採択

2017 介護保険、障害福祉制度に新たな共生型サービスを位置づけ

2017「地域共生社会の実現に向けて」を
「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部で決定

2017 地方でのSDGｓの推進を総理大臣指示 / 「まち・ひと・しごと
創生基本方針2017」に地方公共団体のSDGs推進を盛り込む

2014 地域包括ケアシステムの
構築に向けた地域支援事業の充実
新地域支援事業（改正）

2006 地域支援事業創設

2017「社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の
整備に関する指針」の策定・ 公表及び関連通知の発出 2018 改正 社会

福祉法施行

2019 「ＳＤＧｓ
実施指針改定版」で
地方自治体の一層の
浸透・主流化への

期待の明記

背景

３－２．地域共生社会の実現に向けて：国と市区町村の動き



地域共生社会実現に向けて
6

多くの自治体が直面している課題

そのために・・・

• 住民がやる気になるような仕組みが必要

• 首長には、その仕組みを作るための調査力と企画力が必要

それを、3種のスペシャリスト※が応援します！

※）日本共生アドバイザー、地域共生サポーター、地域共生推進メンバーの最新リストを提供します

「地域共生社会の実現」に係る多様な事業や制度には取り組んでいる。
しかし、明確な成果や結果が出ない、そもそも思うように進まないのはなぜか。

住民の他人事意識 不十分な国の政策

• 住民の自由な活動を妨げる規制がある
• 当事者としての意識が低い

• 行政依存の体質が抜けない

その原因は？

その対策は？

まず着手すべきは、住民が自分たちで解決しようとする動きをつくること！

３－３．地域共生社会の実現に向けて：課題と対策
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イメージ）人不足の解決にむけた取り組み

住民･･･赤
首長・住民協力･･･オレンジ
国への提言・折衝･･青

住民が動かなければ何も解決しない。
住民が、地域課題・問題点を我が事として受け止め、主体的に解決に向けた取り組みを

行うことが、自治体事業を加速的に推進させ、地域共生社会の実現につながる。

住民を動かすには？

地域住民
の残留

外国人
移住

仲間として
受入

職業の

提供
政策拡大

都市住民
の移住

折衝によ
る誘致

人

地域課題・問題点を率直に説明し、住民の理解を得る。

【理解を得る】

【意向をまとめる】

住民の主体的な動きを形にしていく。

【実現する】

やる気になった住民が、主体的・継続的に動くための仕組みが必要です！

多様な解決策を提示し、住民の大意をまとめる。

住居・職業・
教育の提供

招致広報

３－３．地域共生社会の実現に向けて：課題と対策（続き）
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住民＝主体的活動者

地域共生サポーター

地域共生推進メンバー
日
本
共
生
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

推進の
呼びかけ

活動を支援

活動をリード
【 地域共生社会づくり 】

自治体

首 長

活動を支援

地方創生SDGｓ官民連携プラットフォームなど
地域活性化伝道師、
地域力創造アドバイザーなど

企 業 、地域人材 、学生等

アドバイザーやサポーター、推進メンバーが地域共生社会づくりを支援

〇 日本共生アドバイザーの役割 ：高い視点から地域共生社会づくりへの参画を呼び掛け

〇 地域共生サポーターの役割 ：それぞれの地域における地域共生社会づくりを支援

〇 地域共生推進メンバーの役割：地域共生社会づくり活動をリード

拠 点
（ プラットフォーム・地域助け合い基金 ）

４．地域共生社会づくり推進体制
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５. 地域共生社会づくり推進のための仕組み

地 域
プラット
フォーム

市区町村単位

地域助け合い基金

（住民主体）

・金・情報・人・モノの支援により住民の活動を活性化する

活
動
支
援

寄付 寄付 寄付

ＳＣ・協議体

連携と
情報公開

さ わ や か

福祉財団
市 区 町 村

・地域共生に資する住民活動及びそれを支援する
ものが連携する場

・情報交換により各分野の住民活動が有機的に連携・
協働して展開されることとなる

住民活動の
プラットフォーム

【 地域助け合い基金 】【 プラットフォーム 】

設立支援
運営支援

住民主体
の
活動

活
動
の
進
化

[人支援] （SC＝生活支援コーディネーター）
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６. 住民活動のプラットフォームのイメージ

※ PF ＝ プラットフォームプラットフォームの活動で
誰もが幸せになる地域共生社会へ

テーマの設定

住民の役割の周知と
実践者の組織化

例１：共生の居場所
例２：移住促進のための

空き家の活用

住民有志（団地など）、町内会自治会、
地域の諸団体、商工会など事業者組織

① 地域包括関係者、
関係福祉分野担当、
住民有志（自治会、
NPO）など

② 住民フォーラム・懇談会
などで住民意思の確定

③ 立上げ・運営者の確保
行政の支援方法の確定

④ 場所の確保、運営協力者
・参加者の確保、資金の
確保（基金の拠出）

① 関係行政担当、
住民有志（自治会、
NPO）、司法書士など

② 移住者用住宅確保へ
住民の協力意思確認

③ 空き家利用権の確保
（行政主導＋住民協力）

移住者受入体制
（住民主導）

④ 円滑な空き家への移住

提言

① テーマに応じたＰＦ※の形成

② 課題の共有〜住民の意見確定
〜意欲喚起

③ 解決方法の協議と確定

④ 実施戦略の策定
（特に住民の役割）

PF事務局 地方議会事務局行政担当部局


